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１．はじめに 

地球温暖化が叫ばれて久しいですが、今年の6月は比較的涼しく過ごしやすい気候でした。しかし、7

月には最高気温35℃を超える日が何日も続き、地球温暖化の影響を肌で感じて危機感を覚えた方もいら

っしゃると思います。実際、県内(彦根)の年平均気温は、100年あたり約1.5℃の割合で上昇しているとい

うデータもあり、地球温暖化対策は喫緊の課題です。 

さて、皆さんは｢CO2ネットゼロ｣という言葉をご存じでしょうか。地球温暖化の原因となるCO2(二酸

化炭素)をはじめとする温室効果ガスの排出量から、森林などによる吸収量を差し引いて、全体として排

出量を実質ゼロにすることです。滋賀県では、2050年CO2ネットゼロ達成を目指し、国に先立つ令和2年

1月に｢しがCO2 ネットゼロムーブメント｣キックオフ宣言を行い、行政のみならず、県民、企業、団体等

が一丸となって、CO2ネットゼロに向けた取組を進めているところです。その取組を進めるにあたって

の目標値や指針を定めたものが、｢滋賀県CO2ネットゼロ社会づくり推進計画｣です。 

２．滋賀県CO2ネットゼロ社会づくり推進計画の改定 

｢滋賀県CO2ネットゼロ社会づくり推進計画｣(以下、推進計画)は、｢滋賀県CO2ネットゼロ社会づくりの

推進に関する条例｣とともに、令和3年度に策定(制定)しました。 

令和7年2月、国の地球温暖化対策計画や第7次エネルギー基本計画が改定され、2040年度までの温室効

果ガス排出量の削減目標等が示されたことを受けて、滋賀県においても、長期的にCO2ネットゼロ社会

づくりを着実に推進するため推進計画の見直しを行い、令和8年3月に改定を行いました。 

３．推進計画の内容と改定のポイント 

(1) 基本方針 

CO2を含む温室効果ガ

ス排出量の削減のみを目

指すのではなく、①持続

可能、②グリーントラン

スフォーメーション

(GX)、③地域循環の3つ

の視点を重視し、CO2ネ

ットゼロの実現に向けた

取組によって、地域や産

業の持続的な発展にもつ

ながる｢CO2ネットゼロ

社会｣の実現を目指しま

す。(図1) 
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図1 地域や経済の成長につながるCO2ネットゼロ社会の実現 
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(2) 計画期間 

当初の令和3年度(2021年度)から令

和12年度(2030年度)までの10年間と

いう期間を延伸し、令和22年度(2040

年度)までの20年間としています。 

(3) 温室効果ガス排出量削減目標 

温室効果ガス削減目標を定めてお

り、2013年度比で2030年に50%削減

という従来の目標に加え、2035年度

に65%削減、2040年度に79%削減と

いう目標を新たに設定しました。こ

れらの目標は国より高く、意欲的な

目標を掲げています。(図2) 

(4) 再生可能エネルギー導入目標 

再生可能エネルギー導入目標は、

2035年度、2040年度目標を追加し、

また、国の第7次エネルギー基本計画

と同じく、一定の幅を持たせた目標

値に改めています。2019年度比で

2040年度に2.3倍～3.0倍の導入量を

目標に、地域と調和した再生可能エ

ネルギーの導入を目指しています。

(図3) 

(5) 重点取組と8つの柱 

目標達成に向けて、今回新たに｢3

つの重点取組｣＋｢適応策｣を掲げてお

り、これらの取組を推進することに

より、脱炭素の加速化を

図ります。また、｢地域

づくり｣｢人づくり｣｢社会

経済活動｣など、様々な取組によって、地域課題の解決や地域の活性化が実現するCO2ネットゼロ社会を

目指して、その取り組む内容について｢8つの柱｣を掲げています。(図4、5) 

４．CO2ネットゼロ社会づくりに向けた取組 

滋賀県では、推進計画に基づいて、CO2ネットゼロ社会の実現に向けた取組を進めています。(図6) 

上述の重点取組を例に挙げると、太陽光発電設備などの再エネ設備・空調設備などの省エネ設備の導

入支援や、高断熱・省エネ・再エネ設備が備わったZEHの導入支援、サプライチェーンの脱炭素化など

を実施しており、家庭・企業ともに再エネ導入や省エネ推進について支援しています。 

また、県施設におけるペロブスカイト太陽電池の率先導入や水素社会づくりの推進、地域活性化につ

ながる新技術開発・実装などに取り組んでおり、経済活動と脱炭素化の両立を図りながら、イノベーシ

ョンの創出を推進していきます。 

さらに、CO2固定コンクリートの実証導入や琵琶湖資源を活用した温室効果ガス吸収の可能性調査な

ど、CO2の吸収源確保・維持にも取り組んでいます。 

CO2の削減・吸収に向けた取組だけでなく、すでに起こっている気候変動の影響への対策、いわゆる

｢適応策｣も進めています。高温に耐性のある近江米の作付推進や、熱中症対策の啓発活動など、今後を

見据えて気候変動リスクに対処していくことが求められています。 
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図3 再生可能エネルギー導入目標 

2.3倍 3.0倍 

図2 温室効果ガス排出量削減目標  
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2013年度 1,422万t-CO2 
 ⇒ 2040年度 299万t-CO2 （▲79％） 

図4 3つの重点取組と適応策 
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５．CO2ネットゼロ社会を目指して 

2050年CO2ネットゼロの実現に向けた取組を通じて、地域の持続的な発展をも実現する｢CO2ネットゼ

ロ社会づくり｣を推進し、より豊かな滋賀を次の世代に引き継いでいくためには、一人ひとりがCO2ネッ

トゼロについて知り、｢自分ごと｣と捉えて行動していくことが大切です。CO2ネットゼロ社会の実現に

向けて、皆で一緒に取り組んでいきましょう。 

図5 8つの柱 
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図6 2050年CO2ネットゼロを達成した滋賀県の姿 
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北極域の海氷面積 
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気象庁HPをもとに作図 
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■ イベント案内 10月～12月       

上記各イベントの詳細は https://otsu.ondanka.net/ または https://eco-otsu.net/ をご覧ください

■ 開催した一般参加イベントの報告 ～7月11日 
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